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郵便又は信書便で差し出された期間の 

定めのある書類又は物件の通信日付印が

不明瞭な場合の取扱い 

 
 

郵便又は信書便で差し出された期間の定めのある書類又は物件の通信日付印が

不明瞭なため、期間内に差し出されたものであるか否かについて疑義のある場合

には、以下のとおり取り扱うものとする。  
郵便であるときは、書留郵便物受領書又は特定記録郵便受領証等の提出を特許

法第１３４条第４項 ※ 1 若しくは特許法第１９４条第１項 ※ 2 又は実用新案法第３

９条第４項の規定により求め、その証明によってその書類又は物件が期間内に差

し出されたものであるか否かを認定する。  
期間経過後の差出しである場合には、特許法第１８条の２第１項 ※ 3 若しくは特

許法第１３３条の２第１項 ※ 4 の規定に基づく手続の却下又は特許法第１３５条※

4の規定による審決による却下とする。（→ １５．２０ 、 ８２．１０ ）  

                                                

また、信書便であるときは、特許法第１９条 ※ 5 に定められていないことから「受

領書による証明」は認めないものとする。 

 

（改訂平成２４・４）  
 
 
 
 

 
※ 1  特１３４条４項：特７１条３項｛実２６条、意２５条３項、商２８条３項〔商６８条

３項〕｝、特１７４条１項、２項｛実４５条１項、意５８条４項、商６１条〔商６８条５

項〕、商附則２０条〔商附則２３条〕｝、特１７４条３項、意５２条、意５８条２項｛商

６２条１項〔商６８条５項〕、商附則２１条〔商附則２３条〕｝、意５８条３項｛商６２

条２項〔商６８条５項〕｝、商５６条１項｛商４３条の１５第１項〔商６０条の２第１項

（商６８条５項）、商６８条４項〕、商６８条４項｝、商附則１７条１項｛商附則２３条｝

において準用 
※ 2  特１９４条１項：実５５条３項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項｛商

附則２３条｝において準用 
※ 3  特１８条の２第１項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７

条２項｛商附則２３条｝、特例法４１条２項において準用 
※ 4  特１３３条の２第１項、１３５条：特７１条３項｛実２６条、意２５条３項、商２８

条３項（商６８条３項）｝、特１７４条１項、２項｛実４５条１項、意５８条４項、商６

１条〔商６８条５項〕、商附則２０条〔商附則２３条〕｝、特１７４条３項、実４１条、

意５２条、意５８条２項｛商６２条１項〔商６８条５項〕、商附則２１条〔商附則２３

条〕｝、意５８条３項｛商６２条２項〔商６８条５項〕｝、商５６条１項｛商４３条の１５

第１項〔商６０条の２第１項（商６８条５項）、商６８条４項〕、商６８条４項｝、商附

則１７条１項｛商附則２３条｝において準用 
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※ 5  特１９条：特例法４１条２項、実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商

附則２７条２項において準用 

 

注記の準用条文は括弧を用いて記載されている。 

例「特５０条｛特６７条の４、１５９条２項〔特１７４条１項〕｝」は、 

「特５０条：特６７条の４、１５９条２項（特１７４条１項において準用）におい

て準用」を表す。 


